
 

シンガポール『地域統括会社』の活用と周辺国の現状 
 

～ シンガポール 2016 年雇用法の対応策についても解説いたします ～ 

 
２０１６年 １月１２日（火） １３：００～１７：００ 

 

１．投資環境 

（１）低迷する日本・成長するアジア市場 

   ・日本企業のアジア戦略 

   ・地域統括会社の設置目的と課題 

   ・地域統括機能 

（２）シンガポールの地域統括優遇制度 

（３）税制上のメリットを活かす地域統括会社の活用方法 

   ・地域統括会社を活用した利益集積方法 

 

２．税務 

（１）地域統括会社の税務リスク 

（２）移転価格税制 

（３）移転価格税制の特徴(2015 年度新ガイドライン) 

（４）タックスヘイブン税制 

 

３．法務・労務 

（１）シンガポール 2016 年雇用法改正ポイント 

（２）各国の労働法と労務管理 

   ・海外出向者にかかる契約関係 

   ・海外進出におけるステップ別の問題および対策 

   ・シンガポールでの人材育成事例 

   ・危機管理マニュアルについて 

  

４．周辺国への進出 

（１）ASEAN 地域の市場 

   ・各国の現状分析 

   ・進出形態の検討と形態別メリット 

（２）インド地域の市場 

   ・現状分析 

   ・進出形態の検討と形態別メリット 

（３）シンガポールにおける手続き 

 

※当日会場にて『シンガポール・香港 地域統括会社の設立と活用』（TCG 出版）を配布致します。 

※最少催行人数に満たない場合には、開催中止となる場合がございます。 

 

 

151760-0101 

 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

 

・シンガポールの子会社を地域統括会社として位置づけている企業のご担当者 

・今後、地域統括機能を持たせようとしている企業のご担当者 

・シンガポールから他国への進出を検討している企業のご担当者 

 

シンガポール『地域統括会社』の活用と周辺国の現状 

 

（株）東京コンサルティングファーム  

シンガポール駐在員 岩城徳朗 氏 

 
東京コンサルティンググループ入社後、国際税務を担当し、国を問わず国際
ビジネスにかかる税務問題の対策、解決に従事。2013 年 10 月より地域統括
拠点として注目され続けているシンガポールへと赴任し、シンガポールを利
用したタックススキームやシンガポールから第三国への投資スキームの情報
提供をしている。また、今後更なる日本企業の進出が見込まれるマレーシア
も兼務している。 
 
 

一橋大学法学部卒業後、政府系金融機関の中小企業金融公庫（現日本

政策金融公庫）を経て，司法試験合格。弁護士としては、日本企業に

よる新興国企業の買収、クロスボーダーＭ＆Ａを中核として、企業法

務（予防法務）に注力。監修本として『クロスボーダーＭ＆Ａ 新興

国における投資動向・法律・外資規制』（TCG 出版）など。 
 
 

TCG 国際弁護士法人  

代表弁護士 古川直 氏 

 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail にてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。 
後日（開催日１週間～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 

※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HP にてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受けいたしかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願い致します。 
■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／川守田 E-mail:kawamorita@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2 麹町 M-SQUARE 2Ｆ 
 

３６，７２０円（本体価格 ３４，０００円） ３９，９６０円（本体価格 ３７，０００円） 

税込・書籍代含 

ご参加頂きたい方 

 

 
■開催にあたって■ 

 
グローバル化が進展するなか、各国・

地域のグループ企業および拠点間のネッ

トワークを効率的に管理、業務の最適化
を図るために、地域統括会社を設立する
ことが多くなっています。 

また平成 22年度税制改正により、タッ
クスヘイブン税制における地域統括会社
の適用除外基準が大幅に緩和され、こ

れにより、地域統括会社を活用したタック
スマネジメントが可能となりました。近年で
はシンガポールの子会社から出資し、周

辺国での新規事業の立ち上げをする事
例が目立つようになってきました。 
また、2016 年からシンガポールの雇

用法が大きく改正されます。最新の雇用
法を把握し、自社の運用状況についての
確認が必要となっています。 

本セミナーでは税制、マネジメントの効
率化など、様々な観点から地域統括会
社の活用方法と他国への進出状況を検

討していきます。 
 

mailto:kawamorita@bri.or.jp

